
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリキュラム概要（全８講義） 開講日程 受講料 助成金額 

第 1 編 現場環境整備・安全管理編 

（感動現場マニュアル提供） 

1 部 9 月 1 日～2日（10 時間） ９00,000 円/社 

（3 名必須） 
166,000 円/名 

2 部 10 月 13 日～14（10 時間） 

第 2 編 顧客対応・品質管理編 

（顧客が感動する現場創りのノウハウ） 

1 部 1 月 25 日～26 日（10 時間） ９00,000 円/社 

（3 名必須） 
166,000 円/名 

2 部 3月 16日～17日（10時間） 

□研修会場：2編とも TKP 東京八重洲カンファレンスセンター８B（申込者へ詳細会場ご案内します） 

□詳細な研修カリキュラム・タイムテーブルをご希望の方は「当会 HP」へ公告しておりますのでご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主催；中建連／講演講師：一般社団法人日本中小建設業 CS 経営支援機構 

民間個人の顧客を対象にした経営体制構築に向け、民間マンション・住宅建設事業への新規展開並びに事業の高

度化を図るためには、熟練営業力の体得はもちろん、現場における熟練した施工管理技術を修得することが求められ

ます。 

本研修は、建設現場こそ、顧客を誘引する「最前線の営業の場所」であることを再認識させ、同時に、建設施工現

場における責任管理技能の体得と強化のための高度な技能及びこれに関する知識を習得させ、顧客に感動される現

場代理人の育成及び管理体制を整備構築することを目的として、キャリア形成促進助成金熟練技能承継コース

（団体実施型）対象職業訓練として開催します。 

 

 
■ 「感動を呼ぶ！」一流の現場力承継研修開催要項（2 コース・40 時間） 

 

 

主宰 

 

招聘 

講師 

 

■ キャリア形成促進助成金（団体実施等訓練型）利用のご案内  

 

 

 

「一流の現場管理システムを構築し、顧客に感動される現場を創り上げるノウハウを学ぶ！」 

 

 

 

 

 

 

 
 

「特例委託募集制度により採用された社員の必須研修となりま
す」 

本研修は、中建連の構成組合員が、直ちにキャリア形成促進助成金を活用できるよう団体実施型

訓練にて開催されます。未加入企業で、団体実施型訓練制度を利用して助成金の活用を希望する

場合、当社の指定する団体へ加入することを要します。 

＊助成金支給申請のためには、各コース共8割以上の出席が必要です。 

受講料の 
１６６,000 円/人 
が助成されます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

組 合 員 名 称  

所 在  

所 属 協 同 組 合 
日賃協 ・ 日環協 ・ 日住協 ・ 日創協 ・ 労確協 ・ 日労協 ・ 未加入 

認定社団 JASFA・ 認定社団日本機構 

対 象 助 成 金 利 用 □する     □しない 
希望する組合員は追って所要の申請書を所属協同組合より

送付しますので期限までに所管局へ提出下さい。 

受 講 申 込 責 任 者 

（フリガナ）   

 電 話 （    ） 

  

申 込 締 切 
平成 27 年６月 1５日（厳守） 

対象助成金申請書準備の都合上締切日を厳守願います。 

最 少 催 行 人 員 
5 社 15 名 

（最少催行人員に満たない場合、中止又は延期する場合があります。） 

（記入要領） 

1.申し込み欄の□欄にチェックして、平成 27 年６月 15 日までに FAX（03-3473-1357）にて送信下さい。 

2.対象助成金申請に関する手続は、中建連ユニット事務局の指揮に従い適時に実施して下さい。 

3.本研修の受講に関して、認定組合加入により「団体等実施型訓練による対象助成金」を活用する場合の申請書提出期限は下

表のとおりです。中建連事務局の指導に従い適正に所要手続き実施して下さい。 

組合員区分 手続 提出期限 

□本年度助成金（既）申請組合員 変更申請 開講日の前日厳守 

□本年度助成金（未）申請組合員 初回申請 平成 27 年７月 20 日 

 

 

講師紹介 

 

 

 

 

日本 CS機構  

代表理事 本多民治 

株式会社青木建設を経て、三井ホームフランチャイズ店である茨城中央ホーム株式会社

で建築責任者として平成１５年までに３，０００棟の建築に携わり、業務改革に取り

組む。三井ホーム全国４２事業所の中で、５期連続「品質とお客様満足度」において

№,1 の実績を残す。この実績を掲げ、平成１６年建築技術研修センターを設立し、多く

の地場工務店のCS業務改善の指導を行う。平成２４年５月より、一般社団法人日本

中小建設業ＣＳ経営支援機構に組織改編し、現在、数々の住宅会社のＣＳ指導、業

務改革等の指導をしており、感動の現場創りにおいて他社の追随を許しません。 

 

 

■ 講演講師のご紹介 

 


